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委員長 熊 野 茂 夫

所 管 事 務 調 査 報 告 書 の 提 出 に つ い て
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[委員会意見]

調査事件２ 総合計画に係る提言（平成 21 年 10 月）の検証について

（平成 24 年 10 月 4 日調査）

本調査は、第 4 次総合計画後期実施計画策定に際し、同計画の基本目標並

びに主要施策に対する議会提言を行い、平成 22 年 3 月に同計画を議決した経

緯を踏まえ、行政との議決責任を分担するという観点から、基本目標並びに

主要施策の取り組み状況や問題・課題を明らかにした上で、二元代表民主制

の特性を活かし議会として計画の実行性を高める方策を検討するための調査

である。

調査資料は、同計画のうち人材育成と行財政の運営に的を絞り、事前に本

委員会が確認内容等を示し、行政の基本的な考え方及び実施状況等をまとめ

たものとなっている。

以下、調査結果の主な内容は次のとおりである。

【項目別の意見】

① 速通信インフラ整備と防災行政無線について

光ファイバー関係の基盤整備（全町 78km に敷設・全戸に IP 端末設置）に

要する事業費は約 10 億円、その財源は国の交付金が 3 分の 1 で残りを過疎債

で賄う計画であり、活用事業の内容等は今年度中に方向性が示される予定と

のことである。防災行政無線の更新では、個別受信機の全戸設置と屋外拡声

器の整備で約 2 億 5 千万円の事業費とのことである。また、光ファイバーを

利用し防災情報システムの構築も可能であり、その場合は上記 10 億円に概ね

1 億円程度の事業費が必要とのことである。いづれにしても、今回の説明で

は光ファイバー関係の基盤整備に関しては、その全体像、活用事業の内容、

財源対策等をまとめた資料が示されていないことから、本員会としては、こ

れらの内容が分かる資料を示された時点でさらに検討するものとした。

一方、現在の防災行政無線は聞こえづらく個別受信機の設置を求める声が

多くの町民からあるので、まずは、防災行政無線関係の整備（更新）を最優

先に検討していただきたい。

なお、光ファイバー関係ではＮＴＴ東日本に対する要望活動（光ファイバ

ーの敷設）を町民や事業者と連携し積極的に展開していただきたい。

②幼保一元化について

平成 25 年 4 月 1 日からの開設に向けて万全を期していただきたい。
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② 産地消による食育の推進について

学校給食における地元産米の 100％利用を目指し、年次計画を立て推進して

いただきたい。地場産食材の利用を促進に向けては、教育委員会を中心に庁内

関係課との協議をきちんと行い、その方向性を確認し合い齟齬のないように進

めていただきたい。また、地元産食材を多く利用（特に米全量使用）すること

で給食会計（私会計）への影響額を試算した資料を示していただきたい。

なお、町の総合的な食育推進と地産地消の割合を高めること等を内容とした

した「食育推進計画」を策定する予定とのことであり、その計画推進に期待す

るものである。

④地域こども会の組織体制について

昨年の調査意見と同様であり、平成 25 年度内にその整理を図り、平成 26 年

度から新たな組織体制により事業を展開していただきたい。

⑤ボランティア活動の拠点組織づくりについて

ボランティア活動は多岐にわたることから、教育分野と福祉分野等に仕分け

した上で、それぞれの活動を調整する組織づくりが必要と考える。そのために

は、教育委員会が中心となってＮＰＯ法人等を担う人材を育成する気概をもっ

て進めていただきたい。

⑥横綱の里づくりに適う人材育成について

幼児から小中高まで一貫した相撲普及のためには、専門知識・技能を持った

指導者が不可欠である。残念ながら、町内を始め道内にも学校教職員ではその

ような人材は見当たらないとの説明である。しかしながら、全国に広く人材を

募ればその確保は可能と考える。この人材確保に向けては、その採用方法、学

校現場との調整、給料等の採用条件など様々な課題はあるものの、早急に対応

し横綱の里づくりの柱の一つである「相撲」を全面にしたまちづくりを進めて

いただきたい。

また、福島商業高等学校との相撲による特待生制度の検討に当たっては、未

だ高校と協議（接触）していないとのことであり、入学生確保が厳しい課題と

なっている高校存続対策の一環としてもその可能性等について協議の場を持ち、

その上で必要な対策や問題点等を示していただきたい。

⑦町ＨＰを活用した人材育成に繋がる情報発信について

町のＨＰのアクセス件数は、平成 21 年度は 57,400 件、平成 22 年度は

71,000 件、平成 23 年度は 70,800 件、本年度の上半期は 44,000 件と微増の

状況にあり、トップページの工夫や観光協会との情報リンクなどの充実によ
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る効果と考える。引き続き、ホームページの内容充実と閲覧し易いトップペ

ージの整理を進めていただきたい。

⑧総合開発計画理の実現に向けた財政運営について

財政調整基金の処分の考え方に関しては、地方財政法の解釈上も現在の処

分理由で問題はないとのことである。しかし、今後の町税収入や地方交付税

収入などの動向を考えると、財政調整基金の処分に依存した予算編成には限

界があり、単年度収支を基本とした慎重な財政運営を心掛けなければならい

と思慮する。一方では、総合計画の各事業の実施担保のための財源確保が不

可欠となることから、予定している公共施設整備等基金の他に、産業振興基

金や横綱の里づくり基金のような目的基金を造成し、将来のまちづくりを推

進していく必要があると考える。このようなことから、第 5 次総合計画の策

定と並行し、財政調整基金と目的基金の必要性について、さらに検討を進め

ていただきたい。

【意見交換の結果】

本委員会が町に確認を求めたの 8 項目のそれぞれの意見は前述したとおり

であるが、「高速通信インフラ整備と防災行政無線の整備について」は、町

民へ提供するサービス内容・効果を始め膨大な額が予想される事業費の精査

も含め慎重な検討が必要である。また、「幼保一元化について」を除く他の

6 項目もそれぞれに課題等があることから、引き続き行政の積極的な取り組

みに期待するものである。


